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一 は じ め に

ド イ ツ で は 、2008年 有 限 会 社 法 改 正 法1よ っ て 、 有 限 責 任 事 業 会 社

(Unternehmergese皿schaft)の 制 度 が 創 設 さ れ て い る 。 同 改 正 法 は 、 競 争

す る 外 国 の 法 形 式 に 対 す る 有 限 会 社 の 魅 力 を 高 め る こ と を そ の 目 的 の 一

つ と して 掲 げ て お り2、 有 限 貴 任 事 業 会 社 は 、英 国 の 非 上 場 株 式 会 社(Ltd.)

と の 競 争 を 緩 和 し な い し 克 服 す る た め に 具 体 化 さ れ た 法 制 度 で あ る3。 す な

lGesetzzurModernisierungdesGmbH-RechtsundzurBekampfungvon

Missbr益uchen(MoMiG),BGBI,12008,2026f五

22007年5月23日 「有 限 会 社 法 改 正 法 政 府 草 案(EntwurfeinesGesetzeszur

ModernisierungdesGmbH-RechtsundzurBek蕊mpfungvonMissbrauchen

(MoMiG))」 に係 る 「理 由香(Begrondung(Re辞Beg飢,MoMiG))」(B㍗Drs16!6140

S25)。 同 旨 、2006年5月28日 「有 限 会 社 法 改 正 法 報 告 者 草 案(Re飴rentenentwurf

血reinGesetzzurModernisierungdesGmbH・RechtsundzurBek装lnp㎞gvon

Missb甫uchen(MoMiG)(MoMiG・RefE))」S.33.な お 、艀Drs.354107に も 政 府 草

案 お よび 理 由害 が 掲 載 され て い る が 、 本 稿 で は 、BTDrs.16!6140に よっ て 注 記 す

る。

3Ensthaler/F髄 皿er/SchmidちKommentarzumGmbH-Gesetz,2Au且,Luchterhand

2010、SlO2(Rdn.1)㈹ 延er).
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論 説

わち、立法者は、有限責任事業会社制度に係る法規定として、有限会社法

(GmbHG)5a条 を新設 した。同条が、有限責任事業会社に関する特則規

定とされたのである。

有限責任事業会社制度の概要については、既に別稿4において論 じてい

るので、本稿では、制度の説明は最小限度にとどめ、専 ら有限責任事業会

社の設立に関わる法規制 と問題点を中心に論ずることとしたい。具体的に

は、有限会社に認められた簡易な設立方式、有限責任事業会社の設立登記

申請の際の全額払い込み規制および現物出資の禁止と 「払込の払戻 し」に

論及する。とりわけ、簡易な設立方式が、通常の有限会社の設立 と有限責

任事業会社の設立とのそれぞれについて、どのように利用されることにな

るのか、その結果として、これまで通常の有限会社に関する法状況がどの

ような影響を受けることになるのかについて検討したい5。

二 有限責任事業 会社制度 の創設

有限会社法5a条 によれば、同法5条1項 による最低基本資本額を下回る基

本資本をもって設立される会社は、同法4条 とは異なる商号(当 該会社形

態)の もとで、「Unternehmergesellsch誼(ha血lngsbeschrankt)」 若 しく

は 「UG(ha丘ungsbeschrankt)」 とい う標識を伴わなければならないとさ

れている。 この意味における有限責任事業会社 とは、その処分可能な基

本資本が25000ユ ーロ(有 限会社法5条1項)を 下回っている有限会社のこ

4丸 山秀平 「ドイツにおける有限責任事業会社制度の創設とその評価」「Fu㎞eof

Compara廿veStudyinLaw」 日本比較法研究所60周年記念論文集(2011、 日本比

較法研究所)795。 同稿は、有限会社という法形式を独自のものとして維持しつ

つ、その利用度を高めるための方策として有限責任事業会社の制度を創設するに

至ったドイツ法と、有限会社と言う法形式の独自性を否定し、株式会社の制度に

編入した日本法との比較を試みたものである。

5本 稿は、2010年度中央大学特定課題研究助成に基づく研究の成果である。
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有限責任事業会社 の設立

と と さ れ る6。2008年 有 限 会 社 法 改 正 法 の 政 府 草 案 理 由 香 に よ れ ば 、有 限 責

任 事 業 会 社 は 、 特 種 の 会 社 形 式 で は な く、 有 限 会 社 と い う 法 形 式 の 「変 形

(闘ante)」 で あ る と さ れ て い る7。 す な わ ち 、有 限 貴 任 事 業 会 社 は 、「変 形 」

で あ る と し て も 有 限 会 社 で あ る8。 従 っ て 、 有 限 責 任 事 業 会 社 に は 、 有 限 会

社 法5a条 で 明 白 に 掲 げ ら れ て い る 特 別 性 の 例 外 を 伴 う け れ ど も 、 原 則 と し

て 、 有 限 会 社 法 の す べ て の 規 定 が 適 用 さ れ る9。

有 限 責 任 事 業 会 社 は 、法 形 式 の 付 加 語 と して 、「Unternehmergese皿scha衰

(ha血ungsbeschrankt)」 ま た は 「UG(ha伽ngsbeschr加kt)」 の 何 れ か の

標 識 を 選 択 し な け れ ば な ら な い 。 前 記 理 由 書 に よ れ ば 、 こ れ ら の 付 加 語

は 、 公 衆 が 、 問 題 と な っ て い る 会 社 が 非 常 に 少 な い 基 本 資 本 しか 装 備 し て

い な い と 言 う こ と に つ い て 思 い 違 い を し な い よ う な も の で な け れ ば な ら な

いlo。 そ の 限 りで(ha1㎞ngsbeschrankt)と い う 付 加 語 を さ ら に 略 記 す る こ

6Ensthaler/Fmler/Schmldt,a乱0.(Fn.3),S.102(Rdn.1)(Fmler).

7Reg・Begr.,MoMiG,B箪Drs.16/6140S3L

8有 限 貰 任 事 業 会 社 も、 法 人 で あ り(有 限 会 社 法13条1項)、 形 式 商 人

(Formkau㎞an獄)で あ り(商 法 典6条 、 有 限 会 社 法13条3項)(Michalski(Hg)

GmbH-GesetzBd.1,C.H.Beck2010,S.788,792(Rdn.5)(Miras)、 事 業 者

(Unternehmerin)と な る(民 法 典14条)(Spies,UnternehmergeseUschaft

(ha伽ngsbeschrankt),Dmcker&Humblot2010,S94.)。 また 、 有 限 責 任 事 業 会 社

は 、 有 限 貴 任 合 資 会 社(GmbH&Co.KG)の 無 限 責任 社 員 に な る こ と もで き る。

9Michalski,aaO(Fn£),S792(Rdn.4)(Miras).税 務 上 も これ まで の 有 限 会 社 と同様

に取 り扱 わ れ る。

10Re陸Beg藍,MoMiG,.B笛D鳳16/6140,S31.最 終 的 に 導 入 さ れ た付 加 語 に 替 わ る

もの と して2007年6月6日 の 決 議 に 基 づ き、 連 邦 参 議 院 が 付 加 語 と して 提 案 して

い た の は 、 「Gesellscha血mitbeschr翫nkterHa血ungohneMindeststammkapital」

若 し く は 「GmbH(oMゆ 」 で あ っ た(StellungsnahmedesBundesrates,BT

Drs.16/6140S,150.)。 また 、 ドイ ツ 弁 護 士 会 は 、 付 加 語 と して 提 案 し て い た の

は 、 「Gr"ndergesellschaftmitbeschrankterHaftung」 ま た は 「GrUnde!㌔GmbH」

な い し 「GGmbH」 で あ っ た(HandelsausschussdesDeutschenAnwaltsvereins,

StellungsnahmezumRegierungsentwufeinesGesetzeszurModemisiermgdes

GmbH-RechtsundzurBek琶mpfungvonMissbr蕊uchen(MoMiG)NZG2007,S.735,

737.)。
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譲 説

とは認め られない11。 ただ、この付 加語 を付せ られた会社が 、非常 に少 ない

基本資本 しか装備 して いない と適切 に理解 され うるか について、立法後 も

疑念 を呈す る意見があ る塾2。この点 は、別稿で も言及 しているが憲3、本稿 で

は、後に本稿の視点 に基づ き改めて考察の対象 としたい(後 記 五)。

三 設 立 過 程

本稿 で取 り扱 う有限責任 事業 会社 は有 限会社 であ る。 そ こで、本節 で

は、有限責任事業 会社 の設立 の位置づ けを明 らか にす るため に も、有限会

社 や株 式 会社 を含 む資本 会社(K怠pitalgese皿schaft)の 設 立過 程 につい て

以下の ことを確認 したい。

まず、 ドイツ法上、 資本 会社 は法 人 とされてお り、 そ の ことを前提 と

して、 資本 会社 の成 立(Entstehung)に 至 るまでの 過程 は、通常 、三 つ

の段 階に分け られ ている。す なわち、 まず、設立関与者 の間で設立前組 合

(VbrgrUndungsgesellshaω が 形 成 され る。 これ は民 法上 の組 合 で あ る。

次 に、株 式会社 にお ける定款(Sa伽ng)な い し有 限会社 におけ る会社 契

約(Gesellscha負svertrag)の 認 証 によって、設立中の会社(VbrgeseUsha血)

が 成立す る。そ して、最後 に、商業登記簿への登記 によって法 人 としての

11Re勘Beg馬MoMiG,跡Dr&16!6140S.31.例 え ばhaft.-bes㎞ ま た は

ha伽ngsbesh凱 の よ うな推定 的な略 記 も許 されな い(Mich組ski,aaO(Fn.8),

S.806(Rdn.60)(M【㎞s))。

12F"皿erは 、 連邦参議院が提案 していた前記(注10)の 付 加語 の方がむ し

ろ有限責任事業会社 の特性 を適切 に表 していた ものであった と評価 してい

る(Ensthaler!Fmler/Schmidちa.a.0.(Fn.3),S103(Rdn.4)(F611er).)。Spiesも 、

「Unternehmergese皿scha丘(ha螂beschr枷kt)」 という標識は、有限会社法5a条

によって新たな法形式が創造されようとしているのではなく、単に一般の有限会

社法と僅かに異なった規制を伴う法形式の変形を問題としていることを示すもの

としては不十分であり、連邦政府によって選択された標識は前記の目的を達する

性格を欠いていると批判 している(Spies,乱aO。(F臨8),S.11a)。

13丸 山、前掲(注4)、796(注6)。

(龍法'11)43-4.342(1794)



有限責任事業会社の設立

資本会社が成立 する1㌔

これ と並 んで、以上の設立過程 において 「設立(Gr"ndung)」 とい う用

語 と ともに 「設 定(Errichtung)」 とい う用語 が使用 され てい るこ とに も

注意 しなければな らない。 と りわけ、後者 について、株式会社で は、発起

人がすべ ての株 式 を引 き受け ると株式会社が設定 され るとされて いる(株

式法29条)。 一方、有 限会社 につ いては、同様の規 定 はない。 しか し、 形

式 に適 って会社 契約が確定 される ことが設定 に当たる とされてい る15。す

なわ ち、有限会 社法2条1項1文 で は、 会社 契約 につ いて公証 人に よって認

証 された形式 が求 め られてお り、 同法3条1項4号 では、各社 員が基本 出資

(Stammeinlage)に 対 して引 き受けた持分の数 お よび額が 記載 され なけれ

ば ならない とされてい る。 この ことか らすれ ば、株式会社 につ いて定款 が

公証 人に よって認 証 され(株 式法23条1項1文 参照)、 発起 人がすべて の株

式 を引 き受 ける ことで株式会社が設定 され るの と同様 に、有 限会社 にあっ

て も前記 の よ うな会社 契約 の確定 を有限会社 の設 定 と見る こ とがで きよ

う16。

以上 のこ とを前提 とすれ ば、有 限会社の場合、会社契約 の確 定前 には設

立前組合 が、確定後 には設立 中の会社が存在す るこ とにな り、後者 は商業

登記簿へ の有限会社設立登記 の受理 までの問、存続す るこ とになる。 この

14Hirte,Ein血hrungin:Ak嫡engesetz・GmbH・Gesetz42Au且C.H.Beck2010,XV.

Vbrgr"ndungsgesellsha實 は、会社契約の確定を目的とする組合であるので、会社

契約の確定によって、その目的を達成し解散するものと会されているが、商業登

記簿への登記の段階までその存在を認める見解もある(丸 山秀平 「いわゆる 「会

社の前身(Vbrgese11shaω 」について」田中誠二先生米寿配念論文集現代商事法

の重要問題(1984、 経済法令研究会)26頁 参照)。

15Lutter/Hommelhof軋GmbH-Gesetz17Aun.,D鶴OttoSchmidt2009,S.237

(Rdn.10)(Lutter).

16こ の意味 において、会社契約は、有限会社の憲法(驚r血ssung)と しての組

織規範であるとともに、有限会社の設定に関する発起人(設 立企画者)の 合意

であると見るこ とがで きる(Vg1.hltter/Hommelhof幻a乱0.(Fn,15),S.83(Fn.12)

(Bayer))o

(龍法'11)43-4.343(1795)
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こ とは、 基本的 に は有 限責任事 業会社 の場 合 に も妥 当す る もの と言 え よ

う。何 故な ら、有限責任事業会社 も法形式 としては有 限会社 であ り、会社

契約 の認証か ら商業登記簿への登記 までの過程 は、基本 的には通常の有限

会社 と同様で あ るか らで ある。 したが って、有限責 任事 業会社 につ いて

も、設立前組 合お よび設立中の会社 の存在が考慮 され るこ とになる。 もっ

とも、有限責 任事業会社 については、次節 四で述べ るよ うに、簡易な設立

方法が選択 される可能性 が高 く、 また単独社員 による設立 に よって一人設

立(EinmanngrUndung)が な され ることも視野 に入れ なければな らない。

以上の点 につ いては、 次節以下で検討 してゆ くことに したい。

四 有 限責 任 事 業 会社 の 設 立方 法

前記二で述べ た ように、有 限責任事業会社 も 「変形」で はあるが 、法形

式 と して は有限会社 であ り、 その設立 も通常の有限会社の設立 に関す る一

般 規程 に従 う もの とされている。 なお、有限責任事業会社 は、 当初 か ら有

限責任事業会社 として設立す るこ とのみ認め られてお り、通常の有 限会社

として設立 され た ものが、事後的 に有限責任事業会社 となるこ とは認 め ら

れてい ない。 す なわち、転換法190条 以 下に よる有 限責 任事業会 社への形

式 転換 もで きない し、既存の有 限会社 が25000ユ ー ロを下回 るよ うに資本

を減少する ことによって有 限責任事業会社 となる こともで きない(有 限会

社 法58条 参照)17。

17Lutter/Hommelhoff,a.a.0.(Fn.15),S.236(Fn.6)(Lutter).Wicke,GmbHG

Kommenta賦,C.H.B㏄k2008,S67(R血.4)も 、有限責任事業会社が通常の有限会社

に進む道は 「一方通行(Einbahnstrasse)」 であ り、逆行は許されていないとす

る。これに関して、有限会社を清算 し、清算手続き結了前に当該有限会社を有限

責任事業会社 として継続するという方法の可否が問われているが、Fmlerに よ

れば、この種の設計は、「変容 された乗 り口(Eins藍egsva貞ante)」 という有限責

任事業会社の先見的理解に反してお り、清算段階に入ったことによってもまた継

続の決議があったとしても変えられるのは有限会社の同一性ではな く、会社の

(龍法'11)43-4.344(1796)
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1簡 易な設立

有 限 責 任 事 業 会 社 は、 有 限 会 社 法2条1a項 に よ る 「ひ な 形 書 式

(MusterprotokoU)」 を使 う簡 易な手続 きに よって も、 また、従来か ら認め

られてい た上 記書式 に よ らず に締 結 され た会社 契約(有 限会社法2条1項)

に基づ いて も設立す るこ とが で きる。 いず れの手続 きに も公証人 による認

証が必要 である(有 限会社法2条1項1文 ・同条la項5文)。

有 限会社法2条1a項 に よる 「ひな形 書式」 を使 う簡易 な手続 きのため の

「ひな形書式 」は、有 限会社法 の附表(Anlage)と さ れて いる。 この 「ひ

な形書 式」 に基づ く簡易 な設立方 法 は、前 記2008年 有 限会社 法改正 法 に

よって採 用 され た ものであ り、書式が利用 される ことで、標準的 な場合 の

有 限会社設 立の簡 易化につ なが る18と ともに とりわけ外国 の法形態 に対す

る有限会社の競争力 を高める ことになる19。

この 「ひな形書 式」 は、最大3名 の社員 お よび1名 の業 務執 行者 を有 す

る会社 の設 立 であ れば、有 限責任事 業会社 のみ な らず、通 常 の有限会社

であって も利用す る ことがで きる(有 限会社法2条1a項1文)20。 この書式 を

使 うこ とによって、従来2週 閻か ら4週 間か かっていた認証 手続が2且、わず

目的だけであって、清算有限会社を有限貴任事業会社 として継続する決議には、

株式法241条3号 の類推はない としているEnsthaler/F価11er/Schmidt,a.aO.(Fn.3),

SlO2(Rdn.3)(F極ner)0

18BT・Drucks16/9737、S54.

19Re翫Begr.,MoMiG,.B㍗D爲.16/6140,S31.

20Siebert/D㏄keゆieGmbH袖nnko㎜t!,ZIP2008,S1208,1209.

21WachteちDieGmbH-ReforminderDiskussion,S.59mwNinFn10,Lutter/

Ho㎜e血of伽0.伽15),S93価36)$ayer).こ の 点 に関す る、デ ー タを示

す もの と して、Eide㎜ 韮楓DieGmbHim輪tbewerbderRech曲rmen,ZGR

2007,S.169,196に よれば、2006年 のデータとして、有限会社設立 までの日数 と

して大凡24日 とい う数字が示 されている。これは、WbddBankGroupのDoing

BusinessinGermanytt:www.doinbusiness.ordataexloreeconomies

gemlanv#stardn魚a.business)か らの引用によるものであると思われるが、現時点

(2010年)で 比較 しうるデータを閲覧すると、15日 という数字が示されている。

(醗亙法'11)43-4.345(1797)
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か の 日数 に短縮 され ることになる認。 この限 りにおいて、通常 の有限会社

と有 限責任 事業 会社 との間 に簡 易な手続 きの利用 の可能性 につ いて差異

は無 い よ うに見え る。 しか し、前者 に比べて 後者の場 合の方 が 費用 面 で

有利 に取 り扱 われる ことが指摘 され ている。す なわち、非訟事件 費用法お

によれば、通常 の有限会社の設 立に際 しては常 に25000ユ ー ロ とい う最低

価格 が基礎 費用 の算 定基準 とされ る(費 用法39条 、41d条)。 これ に対 し

て、有限貴任事業会社 は、前記の基準 によらず、同法32条 に よる業務価格

(Gesch甑swert)に よ る基準 が適用 される。従 って、例 えば、2000ユ ー ロ

の最低 資本額の有限責任事業会社の設立に際 しては定款 の認証手数料 は36

ユ ー ロとなる別。

この ように有限責任事業会社が 「ひな形書式」 に よる簡易 な設立方法 を

利用 した場合 、費用面で優遇 され ることになる とともに迅速 な設立が可能

となる とい う結果 が明 らか となる。

設立手続 きの迅 速化 に関 して今一つ指摘 されて いるのは、一 人有 限会社

に関す る従来 の特則が 削除 された点であ るゐ。すなわ ち、旧有 限会社法7条3

項3文 で は、有限会社が一名の社員のみ によって設定 される場 合、同項1文

お よび2文 に規定 され ている出資(基 本資本の4分 の1)が 給 付 され、当該

社員が残 りの部分 につ いて保証(Sicherung)を している場合 に初めて登

記申請が なされ るべ きもの とされ ていた。 これに対 して、2008年 有 限会社

22Gehb!Drange/Hekelmann,NWG2006,S88,91,RommermannGmbHR2006 ,

S673,674,Lutter/Hommelhof幻a.a.0.(Fn,15),S,93(F!L36)(Bayer).

23Gesetz曲erdieKosteninAngelegenheitender飾ei曲enGerichtsbarkeit

α(ostenordnung),zuletztge毛血dertdurchArt4G顎249.200913145.

24Michalski,a.aO(Fn.8),S793(Rdn9)(M㎞s).ま た、Mセasは 、 とりわけ内部関

係に関する規制がないことに基づき複数人(2名 以上の発起人)に よる設立のた

めのひな形番式は推奨できないとして、一人有限責任事業会社にとってひな形晋

式は内容的にも十分であり、手数料法の観点においても少なくとも14000ユ ー ロ

の最低資本額に達するまでは自由な形式の定款よりも費用上得であると指摘 して

いる(aaO.)。

25Lutter!Hommelhof幻aaO.(Fn.15),S.235(Rdn,3)(Lutter).

(龍法'11)43・4.346(1798)



有限貴任事業会社の設立

法改正法の政府草案では、同草案2条la項 の場合に附表2の ひな形%を 利用

することで申請がなされる旨の提案がなされた幻。同草案理由番によれば、

前記の保証に係る規制は、1989年12月21日 の一人有限会社指針銘を超える

ものであって、削除されるべ きものとされた29。これを受けて2008年 有限会

社法改正法は、ひな形書式に係る規制を調整 した上、旧有限会社法7条3項

3文 自体を削除 したのである。このことから、有限責任事業会社が一人に

よって設定されれば、従来の保証規制が必要 とされないことで実質的に設

立の迅速化が図 られたことになる。

2全 額払込 と登記申請

有限会社法5a条2項1文 によれば有限責任事業会社は、金銭出資が全額提

供 された場合に初めて商業登記簿への登記の申請を行 うべ きもの とされ

る。これに関 し、以下の点を考慮 しなければならない。

通常の有 限会社に関す る有限会社法7条2項2文 によれば、払い込 まれ

た金銭出資の額に現物出資として給付 されるべ き持分の額を加えた総額

が25000ユ ーロという基本出資額(有 限会社法5条1項)の 半額に達する

ように基本資本が払い込まれていなければならないとされている。 この

ことは、以下の ことを意味する。すなわち、有限責任事業会社について

は、24999ユ ーロまでの基本資本が全額払い込 まれなければならないので、

12500ユ ーロから24999ユ ー回までの基本資本額が定められた場合にその基

本資本額 と同額を払い込んでいなければ登記申請が認められない。一方、

通常の有限会社で、基本資本額を25000ユ ーロとするものは、12500ユ ーロ

を出資 していれば、通常の有限会社としての登記申請をなすことができる

と言 うことである。つ まり、12500ユ ーロを超える基本資本を有する有限

26Reg-Begr.,MoMiG,BTDr&16/6140S21.

27Re曾BegL,MoMiG,B匹Dr銭16/6140S6

28Einpersonen,GmbH-LicMinie,89/667!EWe

29Reg-Begr.,MoMiG,B㍗Drs.16/6140S33.

(龍法'11)43-4,347(1799)
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責任事 業会社 の場 合 には商業登 記のため に25000ユ ー ロの最低 資本 を有 す

る通常 の有 限会社 の設立 よりも高額が払 い込 まれ なければ ならないという

おか しな結果 になる30。 もともと、有限責任事業会社の全額払込 の要請 につ

いて、2008年 有 限会社 法改正法 の政府草案理 由書 によれば、基本 資本 は発

起人(設 立企画者)に よって自由に選択 され定め ることがで きるの で、有

限責任事業会社 の場合 半額の出資の可能性 は必要 とは され ない し、各有 限

会社 は設立後 当初か ら一定 の資金(Barmitte1)が 必 要 とされ るので、 この

資金 は発起 人によって最低 資本金額 と して選択 され、現金で払 い込 まれな

ければ ならない、 それ故、現物 出資は不要であ り、許 され ない とされ てい

た31。 この ような有 限責任事業会社 にお ける全 額出資の要請が 貫徹 され る

限 りにおいて、前記 の結果が生ず ることも立法者 によって認識 され、受 け

容 れ られていた との指摘 も見受け られる詑。ただ、前記の結果が生ず るよう

な法状 況か ら して、有 限責任事業会社の設立が促 されるのは、処分可能 な

資本が12500ユ ー ロを下回った ときであることになる鈴。

通常 の有限会社 につ いて、有限会社法8条2項 では取締役 に よる保証が要

請 され てい る。す なわ ち、 申請 においては、有限会社 法7条2・3項 で記 さ

れた持 分 に基づ く給付が なされてお り、当該給付 の 目的物 が最終的 に取締

役 の 自由な処分の下 にあることが保証 されなければな らない(有 限会社法

8条2項1文)。 有限責任事業会社 については、 この ような保 証に関す る明文

の規 定は ない。 しか し、学説上 は、有限責任事 業社 の登 記に際 して、取締

役 は、有 限会社 法8条 に掲げ られ ている保 証 をしなければな らない とされ

て いる訓。その理由 と して掲げ られている ことは、有 限会社 法5a条2項 の全

30Michalski,a.a.0(Fn.8),S800(Rdn.33)(Miras).

31Reg-Begr.,MoMiG,BTDrs16/6140S32.

32Michalski,乱a.0(F皿.8),S.800(Rdn.33)(Miras).

33Ensdlaler/F廿11er/Schmidち 乱乱0.(Fn3),S104(Rdn8)(F"Ue1う.

34Ensthaler/Fmler/Schmidt,a.a.0.(Fn.3),S.104(Rdn.8)(F髄11er),Lutter/

Ho㎜eMa.a.0.価.15),S.237側n.8)伽er),.

(龍法'11)43-4,348(1800)
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額払 込の要請の趣 旨衡、である。

加 えて、通常 の有 限会社 については、有 限会社 法24条 で、不足額 に関す

る社 員の責任が課せ られている。すなわち、基本 出資 を支払い義務者か ら

引 き出す ことが で きず、持 分の売却に よって もこれ をカヴァーす るこ とが

で きない ときには、他 の社 員は不足 額 を持分の割合 に応 じて調達 しなけれ

ばな らない。 この規制 は、基本 資本 の調達(Aufbringung)に 関 わる もの

であるが36、責任 を負 うべ き他 の社員の存在が必要 なことか ら、複数人か ら

成 る会社 につ いて適用 され、一人設立が多い有限責任事業会社への適用の

可 能性 は乏 しい。

3現 物 出資の禁止 と 「払込の払戻 し」

有 限責任事 業会社 の設立 に際 して は、金銭 出資のみが認 め られ てお り、

現 物出 資は認 め られ ていない(有 限会社 法5a条2項2文)。 そ の理 由 と して

掲 げ られて いるこ とは、通常の有限会社の場合(有 限会社法5条2項)と は

異 な り、有 限責任事 業会社において現物出資が禁止 されてい るの は、有 限

会社 が創 業時 に一定の資金 を必要 としてお り、それが発起人 によって最低

資本 金 と して選択 され、現金で払い込 まれなければ ならないこ とか ら、現

物 出資の必要 はない し、従って認め られない と言 うこ とである37。

現 物出資禁止規 制に関連す る個別問題 と して、設立後の 資本増加 につ い

て も有限会社 法5a条2項2文 が類推 され るか否か、いわゆ る 「隠れ た現物 出

資(verdeckteSacheinlagen)」 の取扱 い をどの ように考 え るか、等が考慮

され なけ れ ばな らない。 しか し、 これ らの点 につ いては既 に別稿 で取 り

扱 ってい るこ ともあ り認、本稿 では、この点への言及は最小限 にとどめ、以

35Ens翻er/F髄11er!Sc㎞idt,aaO。(Fn.3),SlO4(Rdn.8)㈹ner).

36Michaiski,乱 乱0(F鳳8),S.1529(Rdn。3)(Ebbing).

37RegBegL,MoMiG,BTDrs,16/6140S32.

38丸 山、前掲(注4)801・803。 有限会社法19条4項 によれば、社員の金銭出資が

経済的に見て、金銭出資の引受に関してなされた合意に基づき全部または一部が

現物出資であると評価された場合、すなわち隠れた現物出資とされる場合、当該

(龍法'11)43-4,349(1801)
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下 の 「払 込の払戻 し(Hin,mdHerzahlen)」 の 問題 を検討 したい39。

「払込 の払戻 し」 について想起 されるのは、例 えば、社 員が金銭 出資 を

したが、 それが直後に社 員への貸付 とい う形 で払 い出 されて しまうような

場合 である犯。 この ような場合、結果 と して残 るの は、会社 の社 員 に対す る

貸付債権 のみ となる。

これまでの判例 に よれば41、このような 「払込の払戻 し」 は、金銭出資義

務 を適正 に履行 した もの とは見な されて こなかった。 とい うのは、出資が

返還 されて しまうことで取締役 が 自由に処分 で きる給付が 欠けて しまうこ

とになるか らである42。

この よ う な状 況 は、 と りわ け 実務 に お い て行 わ れ て きた い わ ゆ る

「キ ャ ッ シ ュ ・プ ー ル(CashPoo1)」 の 場 合 に 影 響 を及 ぼ す こ と と な

る。 なぜ な ら 「キ ャッシュ ・プール」で は、 コ ンツェル ン内部 にお いて、

キ ャ ッシュ ・プール に組 み込 まれた子会社 の 口座 へ の入金が、 親会社 の

キ ャ ッシュ ・プール中央 口座 に転記 されるこ とで、子会社 の株 主であ る親

会社 に戻 され るこ とになるのであ る43。 このような方式 は、経 済的に意義が

あ り、通例、子会社 の利益 に も適 っているので あるが、 資本維持 の観点か

らみれ ば、解釈論 次第では問題 とな り、 国際的 なコ ンツェル ン活動 の制約

となる虞れが生 じるこ ととなる。

これ らの ことを考慮 して覗、2008年 有 限会社 法改正法 の立法者 は、通常

社員の金銭出資義務はなお効力を有し残存している。また、現物やその給付に関

する取 り決めはそれ自体有効であり、商業登記簿への会社の登記申請時点若 しく

はその後の会社への移転時における財物の客観的価値は、法律による金銭出資に

算入される。

39こ れに関 し、久保寛展 ・ドイツ現物出資法の展開(2005成 文堂)、107頁 。

40Siebert/D㏄ke鴫 乱aO.(Fn.19),S』210.

姐BGH165,113,116;BGH165,352,355f

42Siebert/D㏄ke鵡aaO.(Fn.19),Sユ210。

43Michalski,aa.0(F肱8),SI439(RdL185)(Ebbing).

44Re脅Begr.,MoMG,BTDrsl6/6140S41.

(龍法'11)43-4,350(1802)
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の 有 限会社 につ いて、 これ まで とは異 な り、「払 込 の払 戻 し」 の場 合 で

あ って も社 員の 出資義務 は、会社 の社員 に対す る債務法 上 の債権 が返還

(R髄ckgewahr)(先 の 例で言 えば、社員 に対 す る貸付 の返済)の 結果 と し

て全 額(完 全 な価値vollwert)が 用 立 て られ且つ常に履行期 にあるか また

は履 行で きる もの とされ てい る限度で果 た され てい る もの と規定 して い

る。

す なわ ち、有 限会社 法19条5項 に よれば、経済 的に見て 出資の払 戻 と同

視 され るが、有 限 会社 法19条4項 の 意味 にお け る隠れ た現 物 出 資 と評 価

す るこ とがで きない社 員へ の給付が 出資前 に合意 され てい る場合45、 当該

給 付 が、常 に履 行可 能で あるか または会社 に よる即 時解約 に よって履 行

可能 と され る返 還 請求 権全 額 を カヴ ァー してい る場合 に限 り(nurdam,

wenn)46、 社 員 は出資義務 を免れる もの とされている。

この よ うに立 法者 はこれ まで不 明確 であ った 「払 込の払戻 し」、 と りわ

け実務 にお いて重要 な役割 を果 た して きた 「キャ ッシュ ・プール」 に対す

る法的 不明確 さを除去 し、有 限会社 法19条5項 の要件の下 での有効性 を明

らかに したのである%

しか し、 ここで さらに問題 となるの は、通常の有限会社 に係 る有限会社

法19条5項 の有限責任事業会社へ の適用 の可否で ある。

この点で 、有限会社法19条5項 の法文か らもその体系的位置づ けか らも、

45こ の種の給付 または給付の合意は有限会社法8条 の申請番に記載されなければ

ならない(有 限会社法19条5項2文)。

46StellungsnahmedesBundesrates,B膿Drucks,16/6140ノ ～nlage2,S.158.で は、連

邦参議院の見解 として、全額をカヴァーしている場合のみが出資義務の免除に

結び付 くとするいわゆる"1Ule曾ode卜Nichts・Pdnzip"に よるべきではない との趣

旨か ら、"wenn"と い う用語ではなく"soweit"と い う用語を用いるべ きとして

いたが、結局、立法者はこれに従わなかったと指摘 されている(W削zholz,Das

MoMiGkommt:EinUberblickOberdieneuenRegelungen,GmbHR2008,&841,

845.)。

47Michalski,aa.0(Fn.8),Sl439(Rdn.185)(Ebbing).
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同条が有限責任事業会社 に対 して も適用可能であ ることに対 して制 限が存

する ことが明 らか とされてお らず、2008年 有 限会社法改正法の公式 の理由

書において もこの問題 に対す る立法者の制限的 な言辞が全 くないこ とか ら

して も、有限会社法5a条2項2文 の現物出資の禁止は有限責任事業 会社への

有限会社法19条5項 の適用可能性 に何 ら相対立す る もので はない とす る見

解があ る。す なわち、 この見解 によれ ば、有限責任事業会社の社 員が払い

込んだばか りの出資 を貸付 として再 び払い出 した と して も、彼 は債務 法上

の貸付 債権 とい う形 で 隠れた現物 出資 をな した わけで はな い、 とい うの

は、その よ うな債 権 はそ れだけで(perse)現 物 出資能力 を有す る もので

はないか らであ る、現物 出資 とはな らないこ とで有 限会社法5a条2項2文 の

現物 出資の禁止は この場合 にあては まらず娼、払 込の払戻 しの場 合、有限会

社 法5a条2項1文 に よる即刻且つ全額の現物出資の給付の責任違反 も存 しな

い と して、 有限会社法19条5項 は有 限責任 事業 会社 に制限 な く適用す る こ

とが で きる とす る49。

これ に対 して、有 限会社法19条5項 の有限責任事業 会社へ の適用 につ い

て消極的な見解が存す る。 この見解 によれば、例 え全額 に見合 う価値 を有

する返還請求権が存在 し、見返 り保証が なされていた と して も、その こと

は有限会社法5a条2項 の全額払込の要請 とは相容れる もの とはな らず50、 そ

の限 りで、有限会社法5a条2項 は特 別法 として、 同法19条5項 を排 除 し、出

資者に よって付加的 に給付 された差額 は、出資債務 に算入 され ない もの と

される5㌔

48Lutter/Hommeihof鵡 乱a.0.(Fn.15),S607(Rdn.9η(Bayer),

49Michalski,aaO(Fnβ),S.804(Rdn。50)(Miras).結 果 同 旨、Lutter/Hommelho氏

a.εLO.(Fn.15),S237(Rdn乏9(Lu廿er).

50Wbbe鴎DieUnternehmergesellshaft(ha血1ngsbeschr瓢nkt),BB2009,S842,845.

51Ens山aler/FUIIer/Schmldもaa.0.(Fn.3),SlO4(Rdn.8)(Fmler).
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五 結 びに代 えて

1通 常の有限会社に関する規定の適用の可否

まず、これまで論 じてきたことから明らかになったことを確認 したい。

すなわち、有限責任事業会社は法形式 として有限会社であり、有限責任事

業会社に関する有限会社法5a条 が、通常の有限会社に関する有限会社法の

特則 として位置づけられている以上、有限会社法5a条 で律せ られている規

律以外は、通常の有限会社に係る法規定が適用されるとされている。これ

に対 して、部分的にではあるが、通常の有限会社に係る法規定を有限責任

事業会社に適用することにより、却って新設された有限責任事業会社制度

の趣 旨に反するない しその制度の運用を阻害することとなるような結果が

導き出されることが、既に文献上指摘されている。本稿 との関係では、前

記四3で論 じた有限会社法19条5項 の有限責任事業会社への適用の問題が掲

げられる。 この点は、今後の学説 ・判例の展開を注意深 く見詰めてゆく必

要がある。この点について、私見を述べれば、確かに有限責任事業会社に

関する有限会社法5a条 が、通常の有限会社に関する有限会社法の特則であ

る以上、有限会社法5a条 で律せ られている規律以外は、通常の有限会社に

係 る法規定が適用されるとの前提に立つ限り、有限会社法19条5項 の有限

責任事業会社への適用を肯定するという方向性は理解できる。しか し、通

常 の有限会社 と有限責任事業会社 との資本確保に関する姿勢が異ならざ

るを得 ない以上、単純に右条項の適用を肯定することはで きない。すな

わち、通常の有限会社は25000ユ ーロの最低資本金を設定するを出発点 と

して、資本確保に関する規制を設けているのに対 し、有限責任事業会社の

場合には、1ユ ーロの基本資本を設定することも法律上可能とされてお り、

そのことを前提 として、現物出資規制が排除され、金銭出資の全額払込み

を要請 しているのである。有限責任事業会社にとっては、現実の金銭出資

の確保が重視 されているものといえよう。それゆえ、有限会社法19条5項
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と同法5a条2項1文 とは相容 れ ない もの と解 され、有 限会社法19条5項 の有

限責任事業会社への適用 について消極的 とな らざるを得ない。

2有 限責任事業 会社 に関する規定に関わる問題

これ と並 ん で、 有 限 責 任 事 業 会 社 に 関す る有 限 会 社 法5a条 の 規 律

自体 につ い て も、 幾 つ か の 問題 点 が 指 摘 され て い る。 本 稿 との 関 係

で は、 有 限 責 任 事 業 会社 の法 形 式 の 付 加 語 と して、 選 択 可 能 な標 識

が 「Unternehmergesellschaft(ha丘ungsbeschrankt)」 ま た は 「UG

(ha丘ungsbeschr漁kt)」 の 何れ かである ことに関 し、 よ り適切 な標識 を求

め る意見があ ることが一例 として掲 げられ よう(前 記二注12参 照)。 た だ、

この点は立法論 を含 むもので あ り、現時点で決着がつ くわけでは ない。

この点で付言す れば、 なるほ ど2008年 有 限会社法改正法 の立法者 は、当

初の方針 であっ た最低 資本金の相対 的引 き下げ とい う方 策52を 捨 て、 有限

責任事業会社 という新 たな制 度の創設 によって事実上最低 資本金 の撤 廃 と

同様の結果 をもた らす 方策を選択 した積極的 な姿勢 には、一定 の評価 を与

える ことがで きるか もしれない。 ただ、 ドイツ法で は、通常 の有 限会社 に

ついて は依然 と して最低 資本金制 度が維持 されてお り、有 限責任事 業会社

について も、別稿で も言及 しているが53、 実際上、1ユ ーロ有 限貴任 事業会

社 は、確実 な自己資本のバ ッフ ァ無 き限 り、直 ちに債務超過 となる虞れが

存す る以 上田、 ビジネスパー トナーに向けて負 の シグナルを送 って いる こ

52有 限会社法改正法の立法者は、改正法の草案段階では、25000ユ ーロから10000

ユー ロへの基本資本の縮減を計画 していた(政 府草案5条)(RegBeg鵬,MoMiG,

BT・Drs.16/6140S2)。

53丸 山、前掲(注4)800。

54た だ し、 実 際 に は 「金 融 市 場 安 定 化 法(GesetzzurUmse血mgeines

MaβnahmenpaketszurStabmsierungdesFinanzmarktes(Fhlanzmarktstabi髄sierun

gsgesetz-FMStG))5条 の改正(2011・1・1発 効)に より当該会社が改正前の規定

を適用されるか否かによって、債務超過による支払不能手続き開始となる可能性

が異なる場合が生ずる(MUH磯DerOberschuldungsstatus㎞Lichtederneueren

Gesetzgebung,inFS五UweH輯ffb鴎S701/704f£)。
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とにな り好 ま しい存在で はない とい う指摘 もな されてお り55、実際 の調査

結果 として も、大部分 の有限責任事業 会社 は、1ユ ー ロを超 え る基本 資本

を伴 って設立 されてい ると指摘 されている56。

以上の こ とか らすれば、取引相手 ない し債権者保護の ために最低 資本金

制度が一定 の機 能 を担 って いることを前提 に、従来の有 限会社 に関す る法

規制 との整合性 を巡 る解釈論や制度の運用 を考慮 しつつ、有 限責任事 業会

社制度 の実効性 を促す ような解釈 ・立法論 を展 開す るこ とが 望 ましい。 こ

の点 で、 前記(注10)の 通 り、法 形 式の付 加語 に関 し 「Gesellschaftmit

beschrankterHaftungohneMindeststammkapita1」 ま たは 「GmbH(o.Mゆ 」

とい う代替 案 を提 出 していた連邦参議 院は、付加語 とは、問題 とされてい

るの は新 たな法形式で はな く一定 の最低 資本金 を伴 わず に設立 された会社

で あ るこ とが判 る ような もので なけれ ばな らない し、完 全 な有 限会社 の

中 間段 階(Durchgangsstadium)に あ るものが形成 されてい るこ とを前提

に57考 慮 を進 めて いた ことを想起 すべ きで あろ う。 ただ、2008年 有 限会社

法改正法 の立法者が、有 限責任事業会社 を 「最低基本 資本額 を下回 る基本

資本 をもって(miteinemStammkapita1)設 立 される会社 」 と して位 置づ

けてい るこ と、す なわち、1ユ ー ロで も最低 基本資本 であ って、 有限責任

事業 会社 制度の創設 によって、最低基 本資本制 度を撤廃 したのでは ないと

も解 され るのであれ瀞 、「o㎞eM血des偽 ㎞mkap酬 とい う表示 を用 い

る方が、公 衆 にとって よ り適切 な標 識 となる として も、立 法者か ら見て、

そ の標識 は通常 の有 限会社 の最低 資本がない とい うこ とを示 し標識 と して

理解 した ことになるのか、それ とも、それ以上に、最低基本資本が ない と

い うことを立法者 自身が認めたこ とになるのかが問題 とされ ることになる

55Michalski,aa.0.(F鳳8)S796(Rdn20)(Miras).

56Bayer!Hoffmann、DieUnternehmergesellschaft(haftungsbeschrankt)des

MoMiGzuml.1.2009・eineersteBilanz,GmbHR3/2009,S.124L

57StellungsnahmedesBundesrates,BTDrs.16!6140S15α

58丸 山、前掲(注4)799参 照。
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か も しれ ない。いずれ にせ よ、 さらなる議論の継続が望 ましい。

3従 来の法状 況へ の影響

本稿で論 じたことか らさ らに指摘 したいことは、通常の有 限会社 につい

て これ まで論 じられ てきた法律 問題が、新た な有限責任事業会社 の出現 に

よって何 らかの影響 を受 けるの ではないか とい う点であ る。 この点 で、本

稿 の対 象 と した設 立段 階 に限 ってみて も、次 の ような状況 を認 める こ と

が で きよう。 すなわ ち、前 記四1で 述べ た ように、有 限会社 の設立 に際 し

て、有限会社 法2条la項 に よる 「ひな形書式 」 を使 うことによって、従 来

よ りもかな り短期間で有限会社 を成立 させる ことがで きるようになるとい

うこ とが指摘 されてい る。勿論、 この ような簡易 な設立は、有限責任事業

会社のみ な らず 、通常の有限会社に も利用可能な もの とされてい る。 しか

し、 この簡易 な設立方法 を有限責任事業会社 の設立 に際 して利用す ること

で 費用面 で優遇 される とい う結果を伴 うことか ら、経 費の面で最 も節約 と

な り推奨 されるのは、 この方法を有限責任事業 会社 の設立に利用す ること

であ ると指摘 されている59。最新 のデータによれば、2010年11月1日 現在 で、

41,014社 の 有限責任事業会社が登記 されているが60、その多 くが簡易な設立

方法 を利用 している もの と推測 され る。 また、一人設立 に際 して要求 され

てい た旧有限会社法7条3項3文 に基づ く出資 なき部分の一 人社 員 による保

証 も求め られ な くなったことか ら、登記 申請 に際 して保証晋の提 出 も不要

59Mcha董ski,a.a.0(F駄8),S.793(Rdn9(Mレas)に よれば、内部関係に関する規制が

ないため複数人による設立のためには 「ひな形晋式」は推奨できない一方、一人

有限責任事業会社にとってひな形書式は内容的にも足 りており、費用法の観点に

おいても少なくとも14000ユ ー ロの最低資本額に達するまでは自由な形式の定款

よりも費用上得であるとする。

60htt:www.rewi.uni』ena.deForschunsro'ekt+Unternehmerese11schaft

一 制度導入直後の2008年11月1日 から2009年1月11日 までの

ほんの2ヵ 月問で既に1000社 以上の有限貴任事業会社が商業登記簿に登記 されて

いたが(Bayer/Hof1㎞an漉,aaO.(Fn.56),Sl24.)、 この数字はそれ以降も引き続き

増加している。
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とされ、その部分の審査に掛る時間も要せず、迅速な手続 きの進行が可能

となっていることも無視 し得ない。

それでは、この ような事実状況が従来の法状況にどのような影響を及ぼ

す ものと考えられるのか。上記のように、有限責任事業会社の設立に際 し

て、簡易な手続 きが選択 され、迅速に会社の成立に至るということは、従

来に比べて、前記三で示 した会社の成立に至る過程のうち、とりわけ設

定、すなわち有限会社の場合の会社契約の確定から法人としての成立、す

なわち有限会社の場合の商業登記簿への登記、までの手続きが時間的に少

なからず短縮 されることを意味 している。とりわけ、一人設立として、有

限責任事業会社が設立される場合はなおさらである。このことが意味する

ことは、以上の設定から成立までの間に存するものとされる 「設立中の会

社」の存続期間もかな り短縮されることになるということである。周知の

通 り 「設立中の会社」の存在意味は、「設立中の会社」がその存続段階で

なされた法律行為に基づ く権利義務の実質的主体 となることで、会社の成

立によって、権利義務が成立後の会社に自動的に移転するという結果をも

た らすことにある61。「設立中の会社」に関するこれまでの議論の背景とし

て考えられるのは、会社の設定から成立 までの期間が長くかかったことに

よって、その間になされたさまざまな法律行為およびそれに基づ く法律関

係をどのように処理 してゆけばよいかという考慮のもと、その処理のため

の道具 として 「設立中の会社」という概念を持ち出さざるを得なかったと

いう状況である。このことからすれば、有限責任事業会社の設立に際 して

見受けられる新たな状況の下では、従来とは異な り、設定から成立までの

法律関係の処理のために 「設立中の会社」という概念を持ち出す必然性は

従来よりも相対的に少なくなっていると評価することができよう。ただ、

以上の理は、幾つかの仮定条件を組み合わせたものにしかす ぎない。一人

61丸 山、前掲(注4)21頁 。いわゆる 「同一性説(Iden廿t装tstぬeo画e)」の立場によ

る。
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会社としての有限責任事業会社の設立以外の場面では、依然 として従前の

状況が存することから、複数の社員が参加する通常の有限会社について見

れば、「設立中の会社」 という概念は従来通 り維持 されていると云うこと

ができる。勿論、有限責任事業会社の設立に際して見受けられる新たな状

況の下でも、何 らかの法律行為がなされる可能性はあるので、前記の意味

で 「設立中の会社」 という概念が考慮される必要がな くなったわけではな

いo

そ もそも 「設立中の会社」という概念を法律関係の処理のための道具概

念 と見るのではな く、成立後の会社と実体的に同一の組織が会社の成立前

にも存 していることを法的にも明らかにするための実質を伴った概念であ

ると考えるのであれば肥、一人会社 としての有限責任事業会社の設立の場

面でも、その意味における 「設立中の会社」の存在を認めることができる

ものと思われる薦。そのことを前提 として、通常の有限会社の一人設立にお

ける 「設立中の会社」の法的性質論を考慮したうえで鯛、それを有限責任事

業会社の 「設立中の会社」に当てはめてゆくことになる。この点で、注意

しなければな らなのは、複数人による設立と単独の原始社員による設立、

すなわち一人設立との区別である。従来の文献においては、一人設立 と複

数人による設立とを区別することなく、一人設立の場合にも一人会社 とし

ての 「設立中の会社」が存在するとする見解が存する一方、一人設立の場

合には 「設立中の会社」は存在せず、設立段階で生じた権利義務は原始社

員の個人的な法律関係の中に組み込まれてしまうとの見解も主張されてい

62す なわち、会社の登記申謂がなされる直前の段階においては、登記が受理され

れば、法人としての会社となる組織が事実上存在していることを、法的にも積極

的に評価するとの法解釈に基づく。

63こ れに対して、一人設立の場面では、「設立前組合」は存しないものとされて

いる(Gersch/HergeヴMarsch/St髄tzle,GmbH・・Reform1980,Forke1・Vbrlag1980,S
68(Rn.134))。

64丸 山秀平 「西ドイツ有限会社法における一人設立制度の問題性」中央大学百周

年記念論文集(法 学部)(1985、 中央大学)435頁 以下参照。
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た聞。

この点で、私見によれば、そのような実質概念 としての 「設立中の会

社」は、一人設立の場合、特別財産(Sonderverm6gen)と しての実体関

係であると解 され66、一人会社の設立の段階では、実質概念としての特別

財産とその担い手 としての原始社員が存在 し、その特別財産が成立後の会

社財産として引 き継がれてゆくものと考えることとなる。この限 りで、私

見は、一人設立の場合には従来の意味における 「設立中の会社」は存在 し

ないとの見解に与することになろう。もっとも、この見解では、社員の個

人財産と会社財産 とを峻別し、設立段階における特別財産としての会社資

本を将来の会社のために確実に確保すべ き要請がとりわけ重視されなけれ

ばならない。この点で、現段階における有限会社法の法規制をみると、一

人設立の場合に、複数人による設立に関する有限会社法24条 が適用 されな

いことに加え、前記四1で論 じたように、旧有限会社法7条3項3文 が削除さ

れたことも相 まって、む しろ資本確保の要請は弱まっているように思われ

る。この点で とりわけ、有限責任事業会社 について、前記四2で 論 じたよ

うに、有限会社法5a条2項 の全額払込の要請を重視 したうえ、通常の有限

会社に関する有限会社法8条2項 による保証を有限責任事業会社についても

肯定することが必要とされよう。

{2010年11月28日 稿}

65丸 山、前掲(注64)442頁 以下参照、Gersch/Herget/Marsch/Stat乞le,乱aO.

(Fn.63),S.70fL(Rn.139-142).

66丸 山秀平 ・株式会社法慨論(四 訂版)(2003、 中央経済社)、78頁。
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